
昭島市告示第 189号

特別重点調査結果に伴う管渠修繕の入札について(公

告)

特別重点調査結果に伴う管渠修繕について制限付一般競争入札を行

うため、地方自治法施行令(昭和22年政令第16号)第167条の 6の規

定により次のとおり公告する。

令和 8年 6月 24日

昭島市長臼井伸

1 制限付一般競争入札に付する事項

( 1 )業 種下水道施設工事

( 2 ) 修繕名 特別重点調査結果に伴う管渠修繕

( 3 ) 修繕場所 昭島市武蔵野二丁目ほか

( 4 ) 修繕概要別紙 1のとおり

( 5 ) 工 期契約締結の日から令和9年3月5日まで

2 入札参加資格要件

東京電子自治体共同運営電子調達サービス(以下「電子調達サ

ービス」という。)において昭島市に登録があり、別表第 1の入

札参加資格要件に該当していること。ただし、共同企業体(J 

V) については、参加資格を有しないこととする。

3 欠格事項

以下の者は、入札に参加できない。

( 1 ) 電子調達サービスにおいて昭島市に登録がない者

( 2 ) 地方自治法施行令第167条の 4の規定のいずれかに該当する

者

( 3 ) 昭島市指名競争入札参加有資格者指名停止基準(平成30年 4

月 1日施行)に基づき、指名停止の措置を受けている者



(４ ) 経営不振の状態（会社更生法（平成 14年法律第154号）第 17

条第１項の規定に基づき更生手続開始の申立てをしたとき、民事

再生法（平成 11年法律第 225号）第 21条第１項の規定に基づき再

生手続開始の申立てをしたとき、手形又は小切手が不渡りになっ

たとき等をいう。ただし、市長が経営不振の状態を脱したと認め

た場合を除く。）の者  

(５) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年

法律第77号）第２条に該当する者、昭島市契約における暴力団等

の排除対策措置要綱（平成 23年４月１日実施）の措置要件に該当

する者又は同要綱により参加停止の措置を受け、その措置が解除

されていない者 

４ 申請期間 

   令和８年６月24日（水）から令和８年７月２日（木）正午まで 

５ 申請方法 

 入札に参加を希望する者は、電子調達サービスの電子入札サー

ビス（以下「電子入札サービス」という。）の希望申請から「一

般競争入札参加資格確認申請書」を送信すること。その際、次の

書類を添付すること。  

(１) 制限付一般競争入札参加表明書（別紙２）  

(２) 別表第１の入札参加資格要件のうち、契約実績の要件を満た 

すことを証明する工事実績情報システムの情報等の写し  

６ 入札参加審査結果の通知  

入札参加資格審査の結果については、令和８年７月７日（火）

に 電 子 入 札 サ ー ビ ス に よ り 「 入 札 参 加 資 格 確 認 結 果 通 知     

書」にて通知する。 

７ 設計図書の送付 

   設計図書等は、令和８年７月７日（火）に電子入札サービスに

より送付する。 

８ 設計図書等の質疑等  

(１) 質問提出期限 令和８年７月14日（火）午後４時まで 

(２) 質問回答日時 令和８年７月17日（金）午後５時まで 

９ 入札締切日時等 

(１) 期限 令和８年７月24日（金）午前10時15分まで 

(２) 場所 電子入札サービス 



10 入札条件 

(１) 入札保証金は免除とする。  

(２) 最低制限価格を設定する。 

11 予定価格及び最低制限価格の公表 

予定価格及び最低制限価格は事後公表とする。 

12 入札手続等 

(１) 入札の手続については、電子入札サービスを利用して行うも

のとする。 

(２) 入札書に記載する金額は、契約希望金額の110分の100に相当

する金額（消費税等相当額を含まない金額）を記載すること。  

(３) 入札回数は、２回までとする。 

13 開札日時等 

(１) 日時 令和８年７月24日（金）午前10時30分 

(２) 場所 電子入札サービス 

14 入札の無効 

 (１) 次の入札は無効とする。  

ア 本件入札に参加する資格がない者がした入札  

イ 入札者が郵送等により行った入札  

ウ 入札者が他の入札者の代理を兼ねて行った入札  

 (２) 最低制限価格より低い金額をもって入札した者は、落札者と

なることができない。  

15 契約保証金 

   契約金額の100分の10以上の契約保証金の納付又は昭島市契約

事務規則（昭和40年昭島市規則第４号）第46条に規定する担保を

必要とする。ただし、同規則第45条第２項第１号及び第２号に規

定する保険契約又は保証契約を締結した場合は、免除とする。  

16 工事代金の支払条件  

(１) 工事代金の支払は、契約の履行及び完了検査の終了後、請求

のあった日から起算して40日以内に支払うものとする。  

(２) 契約締結後、公共工事の前払金保証事業会社の保証書（謄本

を含む。）の提出があったときは、契約金額の40％を超えない範

囲で３億円を限度として前払金を支払い、中間前金払については、

契約金額の20％を超えない範囲で１億5,000万円を限度として支

払うものとする。 



17 特記事項 

 関係会社において２者以上申し込みがあった場合は、当該申込 

者は全て失格とする。 

18 問い合わせ先 

   昭島市役所総務部総務課契約係 

   住 所 〒196-8511 昭島市田中町一丁目17番１号 

   電 話 042－544－4329 

ＦＡＸ 042－546－5496   



別表第１ 

 

電子調達サービスにおいて昭島市に登録があり、以下の要件を満たしている

こと。 

 

 〔入札参加資格要件〕 

登録されている業種 下水道施設工事 

昭島市に登録する本店又は

営業所の所在地（注１） 

本店の所在地が昭島市（市内本店業者として認定された

者。） 
（Ａ） 

営業所の所在地が昭島市（市内営業所業者として認定され

た者。） 
（Ｂ） 

本店の所在地が昭島市（上記（Ａ）に該当する者を除

く。）、立川市、国分寺市、国立市、福生市、東大和市、

武蔵村山市（営業所の登録のある者は不可） 

（Ｃ） 

昭島市に登録する本店又は

営業所の建設業許可 

（注２） 

土木工事業または水道施設工事業（一般又は特定） 

経営事項審査 

（土木一式・舗装・水道施

設のいずれか） 

（注３） 

所在地 総合評点（Ｐ） 
完成工事高 

（２年又は３年平均） 

（Ａ） 700以上1,200未満 １億円以上 

（Ｂ） 750以上1,200未満 
２億円以上 

（Ｃ） 800以上1,200未満 

経営状況（自己資本） 

（注３） 

（Ａ） 4,000万円以上 

（Ｂ）（Ｃ） 5,000万円以上 

契約実績 

（注４）（注５） 

令和３年４月１日から令和８年４月30日までの間に、都区市町村又

は他官公庁（電子調達サービス建設工事等競争入札参加資格申請の

手引き：四十八版Ｐ30「入力にあたって」の表中の発注者区分に示

されているものとする。）が発注した下水道施設に関する工事を元

請として単独でしゅん工した１件の契約金額が2,000万円以上の実

績のある者。 

 

注１ 昭島市と契約する事業所等の所在地が（Ａ）、（Ｂ）、（Ｃ）のいずれか

に該当すること。なお、所在地が「本店の所在地が昭島市（Ａ）」及び「営業

所の所在地が昭島市（Ｂ）」については、本件公告日において昭島市に登録後

の営業年数が１年以上であり、昭島市市内本店業者及び市内営業所業者の認定

基準に基づき、市内本店業者又は市内営業所業者として認定された者のみ該当

するものとする。 

 



注２ 建設業法（平成24年法律第100号）に規定する建設業の許可（昭島市との契

約に関し代理人を置く場合については、その代理人が所属する営業所等の許

可）をいう。 

 

注３ 経営事項審査（土木一式・舗装・水道施設のいずれか）の総合評点、完成工

事高（２年又は３年平均）及び経営状況（自己資本）については、一般競争入

札参加資格確認申請書受領日（土日祝の場合は翌開庁日）に、電子調達サービ

スに反映された情報にて審査を行う。 

 

注４ 共同企業体（ＪＶ）での実績は除く。 

 

注５ 本店を登録している者は本店の実績、営業所を登録している者は営業所の

実績のみを対象とする。 

 



                              別紙１ 

 

修繕概要 

 

コンクリート構造物補修工                                   

 止水工 84箇所 

鉄筋処理工 55箇所 

 断面修復工 114箇所 

 ライニング工 56箇所 

 改築足場工 一式 

附帯工  

 換気工 一式 

 





 

 

令和  年  月  日  

 

（宛先）昭島市 

     代表者 昭島市長 

 

所在地 

 

氏名・名称 

 

代表者              

 

 

制限付一般競争入札参加表明書 

 

当社は、令和８年昭島市告示第１８９号「特別重点調査結果に伴う管渠修繕の入札

について（公告）」に基づき、参加資格の全てを満たしていることを誓約し、制限付

一般競争入札に参加することを表明します。 

 

■ 連絡先 

 

担当部署  

担当者氏名  

連絡先住所  

電話番号  

FAX番号  

E－mail  

別紙２ 


